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高齢社会対策大綱の策定のための検討会メモ 

240716 大月敏雄（東京大学） 

■住宅セーフティネット法改正と居住支援について

・法改正によって、同法が国交省と厚労省との共管となったことは歴史的に大きな意

義を有する。戦後、1951 年の公営住宅法成立によって、日本の住宅政策は福祉政策と

切り離され、公共事業を中心とした経済的政策によって、住宅の一人面積といった計

測できる指標によって推進されてきた。しかし、すでに住宅は深刻な空家問題を全国

的に引き起こしているように、すでに数としは十分に達成されている。これに対し、

住宅セーフティネット法改正における両省共管が示すことは、「住宅のみ」を供給する

住宅政策に重ねて、「住宅とサービス」を同時に提供するような、いわば居住政策を、

国政が志向し始めたということであり、高齢社会対応施策の中でも、この点を重要視

すべきである。 

・2023 年 12 月に閣議決定された「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革

工程）」にも、社会保障における重要な柱の一つとして示されている「３「地域共生社

会」の実現」の中にも「住まい支援の強化に向けた制度改正」が示されているが、上

記の「住宅セーフティネット」「居住支援」そして「住まい支援」の 3 つのキーワード



が錯綜しながら、政府によってメッセージ発信されている。超高齢社会を支える基盤

の一つとしての「居住政策」を、他の省庁（法務省、総務省、内閣府など）も束ねた

形で一本化しながら推進していくべきである。 

・今回の住宅セーフティネット法改正においては、厳密に言うと、国交省住宅局と厚

労省社援局が中心となった共管可が推し進められた。しかし今後は、厚労省老健局、

さらには厚労省医政局と連携した「居住政策」を推進する必要がある。これは当然、

超高齢社会への対応ばかりでなく、全世代にわたって「住宅とサービス」を同時に提

供する居住政策を全うするためである。 


